
1 物価高騰対策として、新たに住民税非課税等となる世帯への給付金の支給による生活支援に

要する経費について補正予算を行いました。

2 物価高騰の状況において、定額減税の恩恵を十分に受けられない方への給付金の支給による

生活支援に要する経費について補正予算を行いました。

1 物価高騰対策

（１）健康・福祉 合計 15,698 千円

◎ 新たに住民税非課税等となる世帯への給付金事業 15,698 千円

（２）社会基盤・環境保全・地域安全 合計 39,674 千円

◎ 定額減税補足給付金（調整給付） 39,674 千円

2 その他

まちづくりを力強く推進する町政基盤づくり 合計 600 千円

人事給与システムの改修 600 千円

注：◎は新規事業

一般会計補正予算額 （補正第１号） 55,972 千円

累計【 4,184,972 千円 】
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